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まえがき

　資格試験では過去に出題された論点が繰り返し出題され

ることが多く、また、過去問を分析することでどのような勉強

が必要なのかが見えてきますので、過去問は重要です。

　本書は、記述式問題や多肢選択式問題が出題されるよう

になった2006年度から、2022年度の本試験問題を掲載し

ています。

　行政書士試験は、試験制度が2000年度、2006年度に大

きく変わっています。そして、2006年度から現在の40字程

度で記述する形式の記述式問題が出題されるようになりま

した。よって、過去問の数は多くないため、過去問だけではト

レーニングが不足してしまいます。

　本書は、オリジナル問題を掲載して最新の試験傾向に対

応するとともに、問題数不足を補っています。

過去問を掲載！

オリジナル問題を掲載！
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記入例：□□□□□××○

×

×
× × ×

×

×

×

□の欄に、正解ができたら「○」、できなかったら「×」をつけてください。

× が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

問題の種類が一目でわかる !

正解が見えてしまうのが気になる方の

ために巻末にブラインドシートがついて

いますので、シートで正解を隠して問

題を解くことができます。

ブラインドシートで繰り返し解く！03

……… 2017 年度問題 45で出題された行政書士過去問を意味します。

01

Subject.１ 本書の表記
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Subject.2 多肢選択式の解法

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

　空欄は、アからエまでの４つあり、受験生であれば必ず知っ

ておかなければならない知識があれば確実に解答できる
空欄があります。まずはその空欄から解答するべきであり、必
ずしもアから順に解答する必要はありません。

１
解答できる空欄から選ぶ手順

手順

3 　解答できていない空欄に対して、残った選択肢のなかから

比較して、より適切な選択肢に絞り込んでいきます。意味のほ

かにも文脈からも検討することがポイントになります。

残った選択肢を比較、検討する

　20の選択肢のなかでも解答するうえで不必要なものは、×
などの印をつけ、排除します。排除する過程のなかで、20
の選択肢をすべて見ることになるので、読み落としてしまうミス

を防げます。

不必要な選択肢を排除する手順

2
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記入例：□□□□□××○

×

×
× × ×

×

×

×

□の欄に、正解ができたら「○」、できなかったら「×」をつけてください。

× が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

問題の種類が一目でわかる !

正解が見えてしまうのが気になる方の

ために巻末にブラインドシートがついて

いますので、シートで正解を隠して問

題を解くことができます。

ブラインドシートで繰り返し解く！03

……… 2017 年度問題 45で出題された行政書士過去問を意味します。

01

Subject.１ 本書の表記
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Subject.2 多肢選択式の解法

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

　空欄は、アからエまでの４つあり、受験生であれば必ず知っ

ておかなければならない知識があれば確実に解答できる
空欄があります。まずはその空欄から解答するべきであり、必
ずしもアから順に解答する必要はありません。

１
解答できる空欄から選ぶ手順

手順

3 　解答できていない空欄に対して、残った選択肢のなかから

比較して、より適切な選択肢に絞り込んでいきます。意味のほ

かにも文脈からも検討することがポイントになります。

残った選択肢を比較、検討する

　20の選択肢のなかでも解答するうえで不必要なものは、×
などの印をつけ、排除します。排除する過程のなかで、20
の選択肢をすべて見ることになるので、読み落としてしまうミス

を防げます。

不必要な選択肢を排除する手順

2
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記入例：□□□□□××○

×

×
× × ×

×

×
×

□の欄に、正解ができたら「○」、できなかったら「×」をつけてください。

× が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

問題の種類が一目でわかる !

正解が見えてしまうのが気になる方の

ために巻末にブラインドシートがついて

いますので、シートで正解を隠して問

題を解くことができます。

ブラインドシートで繰り返し解く！03

……… 2017 年度問題 45で出題された行政書士過去問を意味します。

01

Subject.１ 本書の表記
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Subject.2 多肢選択式の解法

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

　空欄は、アからエまでの４つあり、受験生であれば必ず知っ

ておかなければならない知識があれば確実に解答できる
空欄があります。まずはその空欄から解答するべきであり、必
ずしもアから順に解答する必要はありません。

１
解答できる空欄から選ぶ手順

手順

3 　解答できていない空欄に対して、残った選択肢のなかから

比較して、より適切な選択肢に絞り込んでいきます。意味のほ

かにも文脈からも検討することがポイントになります。

残った選択肢を比較、検討する

　20の選択肢のなかでも解答するうえで不必要なものは、×
などの印をつけ、排除します。排除する過程のなかで、20
の選択肢をすべて見ることになるので、読み落としてしまうミス

を防げます。

不必要な選択肢を排除する手順

2
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記入例：□□□□□××○

×

×
× × ×

×

×
×

□の欄に、正解ができたら「○」、できなかったら「×」をつけてください。

× が多い問題が弱点です。時間が足りないときは、弱点の問題を優先的に解

きましょう。

問題の種類が一目でわかる !

正解が見えてしまうのが気になる方の

ために巻末にブラインドシートがついて

いますので、シートで正解を隠して問

題を解くことができます。

ブラインドシートで繰り返し解く！03

……… 2017 年度問題 45で出題された行政書士過去問を意味します。

01

Subject.１ 本書の表記
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Subject.2 多肢選択式の解法

正誤チェック欄で自分の弱点を確認！02

　空欄は、アからエまでの４つあり、受験生であれば必ず知っ

ておかなければならない知識があれば確実に解答できる
空欄があります。まずはその空欄から解答するべきであり、必
ずしもアから順に解答する必要はありません。

１
解答できる空欄から選ぶ手順

手順

3 　解答できていない空欄に対して、残った選択肢のなかから

比較して、より適切な選択肢に絞り込んでいきます。意味のほ

かにも文脈からも検討することがポイントになります。

残った選択肢を比較、検討する

　20の選択肢のなかでも解答するうえで不必要なものは、×
などの印をつけ、排除します。排除する過程のなかで、20
の選択肢をすべて見ることになるので、読み落としてしまうミス

を防げます。

不必要な選択肢を排除する手順

2
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次のような問題が出題されています。

用語の定義を問う問題

あるケースにおいて可能な法的主張・請求内容を問う問題

ある法的主張・請求をするための要件を問う問題

提起すべき訴訟の種類を問う問題

裁判所が行う判決の種類とその理由を問う問題

条文・判例等の空欄を埋める問題

複数の制度・単語を挙げさせる問題

Subject.3 記述式の解法
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　　配点の対象となるキーワードを見つけ出すこと＝何を書かなければなら

ないかを問題文から把握すること＝条文・判例等のポイントを理解しているこ

とが重要です。この点では、択一式も記述式も学習方法は同じです。ただし、

選択肢の○ ×を判断するだけの場合と比較して、より正確に内容を覚えてお

く必要があります。

キーワードを見つけ出す

１
手順

キーワードを見つけ出す

例題１

問 題

正 解 例

2

P
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NT

　　① 40字程度にまとめること（解答用紙のマスは45字まで。なお、字数に

は、句読点も含むとされています）、②適切な漢字を使用し誤字等に気をつけ

ること、③日本語として正しい文章であることが必要です。①については、本試

験の問題文には下書き用のマスがついているので、下書きをすること、②につ

いては、実際に書く練習をすること、③については、理解していない言葉を無

理に使用しない（ただし、重要なキーワードは書かなければならない）ことを心

がけてください。

　まず、設問文に「どのような理由で、どのような判決を」とあるので、キーワー

ドが「理由」「判決」であることがわかります。

　行政事件訴訟法９条１項は、「取消訴訟は、当該処分又は裁決の取消しを

求めるにつき法律上の利益を有する者に限り、提起することができる」と規定

しています。この「原告適格」を欠く場合は、却下判決が行われます。原告適

格については、重要判例も多く、択一式の過去問においてもこれらの判例を

問う問題が出題されていますので、受験生であれば、必ず知っていなければ

ならない重要論点の一つです。

　普段の学習で、この論点に関する条文・判例のポイントを理解していれば、

何を書かなければならないかを問題文から把握し、「法律上の利益を有しな

いという理由で」又は「原告適格を欠くという理由で」というキーワード、「却下

判決」というキーワードを見つけ出すことができるはずです。

字数制限内で日本語として適切な文章を書く

2006年 問題44
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次のような問題が出題されています。

用語の定義を問う問題

あるケースにおいて可能な法的主張・請求内容を問う問題

ある法的主張・請求をするための要件を問う問題

提起すべき訴訟の種類を問う問題

裁判所が行う判決の種類とその理由を問う問題

条文・判例等の空欄を埋める問題

複数の制度・単語を挙げさせる問題

Subject.3 記述式の解法
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　　配点の対象となるキーワードを見つけ出すこと＝何を書かなければなら

ないかを問題文から把握すること＝条文・判例等のポイントを理解しているこ

とが重要です。この点では、択一式も記述式も学習方法は同じです。ただし、

選択肢の○ ×を判断するだけの場合と比較して、より正確に内容を覚えてお

く必要があります。

キーワードを見つけ出す

１
手順

キーワードを見つけ出す

例題１

問 題

正 解 例

2
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　　① 40字程度にまとめること（解答用紙のマスは45字まで。なお、字数に

は、句読点も含むとされています）、②適切な漢字を使用し誤字等に気をつけ

ること、③日本語として正しい文章であることが必要です。①については、本試

験の問題文には下書き用のマスがついているので、下書きをすること、②につ

いては、実際に書く練習をすること、③については、理解していない言葉を無

理に使用しない（ただし、重要なキーワードは書かなければならない）ことを心

がけてください。

　まず、設問文に「どのような理由で、どのような判決を」とあるので、キーワー

ドが「理由」「判決」であることがわかります。

　行政事件訴訟法９条１項は、「取消訴訟は、当該処分又は裁決の取消しを

求めるにつき法律上の利益を有する者に限り、提起することができる」と規定

しています。この「原告適格」を欠く場合は、却下判決が行われます。原告適

格については、重要判例も多く、択一式の過去問においてもこれらの判例を

問う問題が出題されていますので、受験生であれば、必ず知っていなければ

ならない重要論点の一つです。

　普段の学習で、この論点に関する条文・判例のポイントを理解していれば、

何を書かなければならないかを問題文から把握し、「法律上の利益を有しな

いという理由で」又は「原告適格を欠くという理由で」というキーワード、「却下

判決」というキーワードを見つけ出すことができるはずです。

字数制限内で日本語として適切な文章を書く

2006年 問題44
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次のような問題が出題されています。

用語の定義を問う問題

あるケースにおいて可能な法的主張・請求内容を問う問題

ある法的主張・請求をするための要件を問う問題

提起すべき訴訟の種類を問う問題

裁判所が行う判決の種類とその理由を問う問題

条文・判例等の空欄を埋める問題

複数の制度・単語を挙げさせる問題

Subject.3 記述式の解法
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　　配点の対象となるキーワードを見つけ出すこと＝何を書かなければなら

ないかを問題文から把握すること＝条文・判例等のポイントを理解しているこ

とが重要です。この点では、択一式も記述式も学習方法は同じです。ただし、

選択肢の○ ×を判断するだけの場合と比較して、より正確に内容を覚えてお

く必要があります。

キーワードを見つけ出す

１
手順

キーワードを見つけ出す

例題１

問 題

正 解 例

2
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　　① 40字程度にまとめること（解答用紙のマスは45字まで。なお、字数に

は、句読点も含むとされています）、②適切な漢字を使用し誤字等に気をつけ

ること、③日本語として正しい文章であることが必要です。①については、本試

験の問題文には下書き用のマスがついているので、下書きをすること、②につ

いては、実際に書く練習をすること、③については、理解していない言葉を無

理に使用しない（ただし、重要なキーワードは書かなければならない）ことを心

がけてください。

　まず、設問文に「どのような理由で、どのような判決を」とあるので、キーワー

ドが「理由」「判決」であることがわかります。

　行政事件訴訟法９条１項は、「取消訴訟は、当該処分又は裁決の取消しを

求めるにつき法律上の利益を有する者に限り、提起することができる」と規定

しています。この「原告適格」を欠く場合は、却下判決が行われます。原告適

格については、重要判例も多く、択一式の過去問においてもこれらの判例を

問う問題が出題されていますので、受験生であれば、必ず知っていなければ

ならない重要論点の一つです。

　普段の学習で、この論点に関する条文・判例のポイントを理解していれば、

何を書かなければならないかを問題文から把握し、「法律上の利益を有しな

いという理由で」又は「原告適格を欠くという理由で」というキーワード、「却下

判決」というキーワードを見つけ出すことができるはずです。

字数制限内で日本語として適切な文章を書く

2006年 問題44
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次のような問題が出題されています。

用語の定義を問う問題

あるケースにおいて可能な法的主張・請求内容を問う問題

ある法的主張・請求をするための要件を問う問題

提起すべき訴訟の種類を問う問題

裁判所が行う判決の種類とその理由を問う問題

条文・判例等の空欄を埋める問題

複数の制度・単語を挙げさせる問題

Subject.3 記述式の解法
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　　配点の対象となるキーワードを見つけ出すこと＝何を書かなければなら

ないかを問題文から把握すること＝条文・判例等のポイントを理解しているこ

とが重要です。この点では、択一式も記述式も学習方法は同じです。ただし、

選択肢の○ ×を判断するだけの場合と比較して、より正確に内容を覚えてお

く必要があります。

キーワードを見つけ出す

１
手順

キーワードを見つけ出す

例題１

問 題

正 解 例
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　　① 40字程度にまとめること（解答用紙のマスは45字まで。なお、字数に

は、句読点も含むとされています）、②適切な漢字を使用し誤字等に気をつけ

ること、③日本語として正しい文章であることが必要です。①については、本試

験の問題文には下書き用のマスがついているので、下書きをすること、②につ

いては、実際に書く練習をすること、③については、理解していない言葉を無

理に使用しない（ただし、重要なキーワードは書かなければならない）ことを心

がけてください。

　まず、設問文に「どのような理由で、どのような判決を」とあるので、キーワー

ドが「理由」「判決」であることがわかります。

　行政事件訴訟法９条１項は、「取消訴訟は、当該処分又は裁決の取消しを

求めるにつき法律上の利益を有する者に限り、提起することができる」と規定

しています。この「原告適格」を欠く場合は、却下判決が行われます。原告適

格については、重要判例も多く、択一式の過去問においてもこれらの判例を

問う問題が出題されていますので、受験生であれば、必ず知っていなければ

ならない重要論点の一つです。

　普段の学習で、この論点に関する条文・判例のポイントを理解していれば、

何を書かなければならないかを問題文から把握し、「法律上の利益を有しな

いという理由で」又は「原告適格を欠くという理由で」というキーワード、「却下

判決」というキーワードを見つけ出すことができるはずです。

字数制限内で日本語として適切な文章を書く
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２
手順

字数内で日本語として適切な文章を書く 例題２

問 題
　キーワードである「法律上の利益」「原告適格」「却下判決」は、適切な漢字

で書く必要があります。文章としては、設問文どおりに、「～という理由で、～判

決をする」としてください。ただし、必ず下書きをして、字数や表現を調整して

から、解答を書くようにしましょう。

2015年 問題45

ポイント

　裁判所が行う判決の種類とその理由を問う本問は、問われる角度が異

なっているだけで、ポイントは択一式と同じです。つまり、条文・判例を正

確に理解することです。

１
手順

キーワードを見つけ出す

　まず、設問文に「どのような場合」とあるので、キーワードが「場合」であること

がわかります。

　民法185条は「権原の性質上占有者に所有の意思がないものとされる場合

には、その占有者が、自己に占有をさせた者に対して所有の意思があることを

表示し、又は新たな権原により更に所有の意思をもって占有を始めるのでな

ければ、占有の性質は、変わらない。」と規定しており、このうち前段部分は問

題文に示されています。よって、残りの一方を記述すればよいことになります。

　普段の学習で、この論点について条文のポイントを理解していれば、どのよ

うなキーワードを書かなければならないかを問題文から把握しできるはずです。

正 解 例
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２
手順

字数内で日本語として適切な文章を書く 例題２

問 題
　キーワードである「法律上の利益」「原告適格」「却下判決」は、適切な漢字

で書く必要があります。文章としては、設問文どおりに、「～という理由で、～判

決をする」としてください。ただし、必ず下書きをして、字数や表現を調整して

から、解答を書くようにしましょう。
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ポイント

　裁判所が行う判決の種類とその理由を問う本問は、問われる角度が異

なっているだけで、ポイントは択一式と同じです。つまり、条文・判例を正

確に理解することです。

１
手順

キーワードを見つけ出す

　まず、設問文に「どのような場合」とあるので、キーワードが「場合」であること

がわかります。

　民法185条は「権原の性質上占有者に所有の意思がないものとされる場合

には、その占有者が、自己に占有をさせた者に対して所有の意思があることを

表示し、又は新たな権原により更に所有の意思をもって占有を始めるのでな

ければ、占有の性質は、変わらない。」と規定しており、このうち前段部分は問

題文に示されています。よって、残りの一方を記述すればよいことになります。

　普段の学習で、この論点について条文のポイントを理解していれば、どのよ

うなキーワードを書かなければならないかを問題文から把握しできるはずです。
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２
手順

字数内で日本語として適切な文章を書く 例題２

問 題
　キーワードである「法律上の利益」「原告適格」「却下判決」は、適切な漢字

で書く必要があります。文章としては、設問文どおりに、「～という理由で、～判

決をする」としてください。ただし、必ず下書きをして、字数や表現を調整して

から、解答を書くようにしましょう。

2015年 問題45

ポイント

　裁判所が行う判決の種類とその理由を問う本問は、問われる角度が異

なっているだけで、ポイントは択一式と同じです。つまり、条文・判例を正

確に理解することです。

１
手順

キーワードを見つけ出す

　まず、設問文に「どのような場合」とあるので、キーワードが「場合」であること

がわかります。

　民法185条は「権原の性質上占有者に所有の意思がないものとされる場合

には、その占有者が、自己に占有をさせた者に対して所有の意思があることを

表示し、又は新たな権原により更に所有の意思をもって占有を始めるのでな

ければ、占有の性質は、変わらない。」と規定しており、このうち前段部分は問

題文に示されています。よって、残りの一方を記述すればよいことになります。

　普段の学習で、この論点について条文のポイントを理解していれば、どのよ

うなキーワードを書かなければならないかを問題文から把握しできるはずです。

正 解 例
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２
手順

字数内で日本語として適切な文章を書く 例題２

問 題
　キーワードである「法律上の利益」「原告適格」「却下判決」は、適切な漢字

で書く必要があります。文章としては、設問文どおりに、「～という理由で、～判

決をする」としてください。ただし、必ず下書きをして、字数や表現を調整して

から、解答を書くようにしましょう。

2015年 問題45

ポイント

　裁判所が行う判決の種類とその理由を問う本問は、問われる角度が異

なっているだけで、ポイントは択一式と同じです。つまり、条文・判例を正

確に理解することです。

１
手順

キーワードを見つけ出す

　まず、設問文に「どのような場合」とあるので、キーワードが「場合」であること

がわかります。

　民法185条は「権原の性質上占有者に所有の意思がないものとされる場合

には、その占有者が、自己に占有をさせた者に対して所有の意思があることを

表示し、又は新たな権原により更に所有の意思をもって占有を始めるのでな

ければ、占有の性質は、変わらない。」と規定しており、このうち前段部分は問

題文に示されています。よって、残りの一方を記述すればよいことになります。

　普段の学習で、この論点について条文のポイントを理解していれば、どのよ

うなキーワードを書かなければならないかを問題文から把握しできるはずです。
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※※多多肢肢選選択択式式  憲憲法法  

 

問題１ 憲法81条の定める違憲審査制の性格に関する次の文章の空

欄 ア ～ エ に当てはまる言葉を、枠内の選択肢（１～20）から

選びなさい。2006 

□□□□□ 

 

違憲審査制の性格に関する最高裁判所のリーディングケースとさ

れるのは、1952年のいわゆる ア 違憲訴訟判決である。ここで最高裁

は次のように判示し、ア の憲法違反を主張する原告の訴えを却下し

た。「わが裁判所が現行の制度上与えられているのは司法権を行う権

限であり、そして司法権が発動するためには イ な争訟事件が提起さ

れることを必要とする。我が裁判所は イ な争訟事件が提起されない

のに将来を予想して憲法及びその他の法律命令等の解釈に対し存在

す る 疑 義 論 争 に 関 し ウ な 判 断 を 下 す ご と き 権 限 を 行 い 得 る も の で

はない。けだし最高裁判所は法律命令等に関し違憲審査権を有する

が、この権限は司法権の範囲内において行使されるものであり、こ

の点においては最高裁判所と下級裁判所との間に異るところはない

のである（憲法七六条一項参照）。……要するにわが現行の制度の下

においては、特定の者の イ な法律関係につき紛争の存する場合にお

いてのみ裁判所にその判断を求めることができるのであり、裁判所

が か よ う な イ 事 件 を 離 れ て ウ に 法 律 命 令 等 の 合 憲 性 を 判 断 す る 権

限を有するとの見解には、憲法上及び法令上何等の根拠も存しない」。

かような性格の違憲審査制を通例は付随的違憲審査制と呼び、これ

を採用している最も代表的な国としては エ を挙げることができる。 

 

  

 

- 3 - 

 

１ 治安維持法    ２ 独立的    ３ 直接的    

４ ドイツ      ５ 抽象的    ６ 一時的    

７ 客観的      ８ フランス   ９ 付随的    

10 オーストリア   11 間接的    12 アメリカ    

13 政治的      14 不敬罪    15 警察予備隊   

16 具体的      17 終局的    18 主観的     

19 農地改革     20 イギリス 
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問題１ ア：15 警察予備隊  イ：16 具体的 

ウ：５ 抽象的    エ：12 アメリカ 

 

違憲審査制の性格に関する最高裁判所のリーディングケースとさ

れるのは、1952年のいわゆる ア：警察予備隊 違憲訴訟判決である。

ここで最高裁は次のように判示し、ア：警察予備隊 の憲法違反を主

張する原告の訴えを却下した。「わが裁判所が現行の制度上与えられ

ているのは司法権を行う権限であり、そして司法権が発動するため

には イ：具体的 な争訟事件が提起されることを必要とする。我が裁

判所は イ：具体的 な争訟事件が提起されないのに将来を予想して憲

法 及 び そ の 他 の 法 律 命 令 等 の 解 釈 に 対 し 存 在 す る 疑 義 論 争 に 関 し

ウ：抽象的 な判断を下すごとき権限を行い得るものではない。けだ

し最高裁判所は法律命令等に関し違憲審査権を有するが、この権限

は司法権の範囲内において行使されるものであり、この点において

は最高裁判所と下級裁判所との間に異るところはないのである（憲

法七六条一項参照）。……要するにわが現行の制度の下においては、

特定の者の イ：具体的 な法律関係につき紛争の存する場合において

のみ裁判所にその判断を求めることができるのであり、裁判所がか

ような イ：具体的 事件を離れて ウ：抽象的 に法律命令等の合憲性を

判断する権限を有するとの見解には、憲法上及び法令上何等の根拠

も存しない」。かような性格の違憲審査制を通例は付随的違憲審査制

と呼び、これを採用している最も代表的な国としては エ：アメリカ

を挙げることができる。 
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問題２ 次の文章は、ある最高裁判所判決の一節である。空欄 ア ～

エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（１～20）から選びな

さい。2007 

□□□□□ 

 

「公職選挙法の制定又はその改正により具体的に決定された選挙

区 割 と 議 員 定 数 の 配 分 の 下 に お け る 選 挙 人 の 投 票 の 有 す る ア に 不

平等が存し、あるいはその後の イ の異動により右のような不平等が

生じ、それが国会において通常考慮し得る諸般の要素をしんしやく

してもなお、一般に ウ 性を有するものとは考えられない程度に達し

ているときは、右のような不平等は、もはや国会の ウ 的裁量の限界

を超えているものと推定され、これを正当化すべき特別の理由が示

されない限り、憲法違反と判断されざるを得ないものというべきで

ある。 

もつとも、制定又は改正の当時合憲であつた議員定数配分規定の

下における選挙区間の議員一人当たりの選挙人数又は イ（この両者

はおおむね比例するものとみて妨げない。）の較差がその後の イ の

異動によつて拡大し、憲法の選挙権の平等の要求に反する程度に至

つた場合には、そのことによつて直ちに当該議員定数配分規定が憲

法に違反するとすべきものではなく、憲法上要求される ウ 的 エ 内の

是正が行われないとき初めて右規定が憲法に違反するものというべ

きである。」 

（最大判昭和60年７月17日民集39巻５号1100頁以下） 
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１ 羈束   ２ 数量   ３ 地域   ４ 人事    

５ 権力   ６ 価値   ７ 人工   ８ 結果    

９ 票決   10 厳格   11 期間   12 効果    

13 機関   14 囲繞   15 合理   16 関連    

17 人口   18 明確   19 要件   20 秩序    
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問題２ 次の文章は、ある最高裁判所判決の一節である。空欄 ア ～

エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（１～20）から選びな

さい。2007 

□□□□□ 

 

「公職選挙法の制定又はその改正により具体的に決定された選挙

区 割 と 議 員 定 数 の 配 分 の 下 に お け る 選 挙 人 の 投 票 の 有 す る ア に 不

平等が存し、あるいはその後の イ の異動により右のような不平等が

生じ、それが国会において通常考慮し得る諸般の要素をしんしやく

してもなお、一般に ウ 性を有するものとは考えられない程度に達し

ているときは、右のような不平等は、もはや国会の ウ 的裁量の限界

を超えているものと推定され、これを正当化すべき特別の理由が示

されない限り、憲法違反と判断されざるを得ないものというべきで

ある。 

もつとも、制定又は改正の当時合憲であつた議員定数配分規定の

下における選挙区間の議員一人当たりの選挙人数又は イ（この両者

はおおむね比例するものとみて妨げない。）の較差がその後の イ の

異動によつて拡大し、憲法の選挙権の平等の要求に反する程度に至

つた場合には、そのことによつて直ちに当該議員定数配分規定が憲

法に違反するとすべきものではなく、憲法上要求される ウ 的 エ 内の

是正が行われないとき初めて右規定が憲法に違反するものというべ

きである。」 

（最大判昭和60年７月17日民集39巻５号1100頁以下） 
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１ 羈束   ２ 数量   ３ 地域   ４ 人事    

５ 権力   ６ 価値   ７ 人工   ８ 結果    

９ 票決   10 厳格   11 期間   12 効果    

13 機関   14 囲繞   15 合理   16 関連    

17 人口   18 明確   19 要件   20 秩序    
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問題２ ア：６ 価値  イ：17 人口 

ウ：15 合理  エ：11 期間 

 

「公職選挙法の制定又はその改正により具体的に決定された選挙

区割と議員定数の配分の下における選挙人の投票の有する ア：価値

に不平等が存し、あるいはその後の イ：人口 の異動により右のよう

な不平等が生じ、それが国会において通常考慮し得る諸般の要素を

しんしやくしてもなお、一般に ウ：合理 性を有するものとは考えら

れない程度に達しているときは、右のような不平等は、もはや国会

の ウ：合理 的裁量の限界を超えているものと推定され、これを正当

化すべき特別の理由が示されない限り、憲法違反と判断されざるを

得ないものというべきである。 

もつとも、制定又は改正の当時合憲であつた議員定数配分規定の

下における選挙区間の議員一人当たりの選挙人数又は イ：人口（こ

の両者はおおむね比例するものとみて妨げない。）の較差がその後の

イ：人口 の異動によつて拡大し、憲法の選挙権の平等の要求に反す

る程度に至つた場合には、そのことによつて直ちに当該議員定数配

分規定が憲法に違反するとすべきものではなく、憲法上要求される

ウ：合理 的 エ：期間 内の是正が行われないとき初めて右規定が憲法

に違反するものというべきである。」 

（最大判昭和60年７月17日民集39巻５号1100頁以下） 
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問題３ 次の文章は、宗教法人Ｘへの解散命令の合憲性に関して、

Ｘの特別抗告に対して下された最高裁判所決定の一節である。

空欄 ア ～ エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（１～20）か

ら選びなさい。2008 

□□□□□ 

 

「（宗教法人）法81条に規定する宗教法人の解散命令の制度は、前

記のように、専ら宗教法人の ア 側面を対象とし、かつ、専ら ア 目的

によるものであって、宗教団体や信者の精神的・イ 側面に容かいす

る意図によるものではなく、その制度の目的も合理的であるという

ことができる。そして…（中略）…抗告人が、法令に違反して、著

しく公共の福祉を害すると明らかに認められ、宗教団体の目的を著

しく逸脱した行為をしたことが明らかである。抗告人の右のような

行為に対処するには、抗告人を解散し、その法人格を失わせること

が ウ かつ適切であり、他方、解散命令によって宗教団体であるＸや

その信者らが行う宗教上の行為に何らかの支障を生ずることが避け

られないとしても、その支障は、解散命令に伴う エ で事実上のもの

であるにとどまる。したがって、本件解散命令は、宗教団体である

Ｘやその信者らの精神的・イ 側面に及ぼす影響を考慮しても、抗告

人 の 行 為 に 対 処 す る の に ウ で や む を 得 な い 法 的 規 制 で あ る と い う

ことができる。」 

（最一小決平成８年１月30日民集50巻１号199頁以下） 

 

 

１ 直接的  ２ 間接的  ３ 積極的  ４ 消極的   

５ 明白   ６ 具体的  ７ 抽象的  ８ 容易    

９ 中立的  10 宗教的  11 可能   12 政治的   

13 支配的  14 指導的  15 必要   16 社会的   

17 裁量的  18 手続的  19 世俗的  20 有効    
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※※多多肢肢選選択択式式  行行政政法法  

 

問題１ 次の文章の空欄 ア ～ エ に当てはまる言葉を、枠内の選択肢

（１～20）から選びなさい。2006 

□□□□□ 

 

地方財政の適正を確保するために地方自治法242条の２が規定す

る住民訴訟は、行政事件訴訟法２条の規定する基本的な訴訟類型の

うちの ア 訴訟の一例である。このような原告の権利利益の保護を目

的としない訴訟は、一般に、イ 訴訟と呼ばれるが、こうした訴訟は、

法律が特別に認めている場合に限って提起できることとなる。ちな

みに、行政事件訴訟法45条の規定する ウ 訴訟は、同法２条の規定す

る訴訟類型のいずれにも属しない訴訟であるから、行政事件訴訟で

はないが、行政処分の効力を前提問題として争う エ 訴訟である。 

 

１ 民事    ２ 納税者 ３ 有権者  ４ 刑事 

５ 客観    ６ 民衆  ７ 給付   ８ 抗告 

９ 無効等確認 10 取消  11 義務付け 12 形成 

13 確認    14 機関  15 差止め  16 無名抗告 

17 争点    18 当事者 19 不作為の違法確認 20 主観 
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問題１ ア：６ 民衆  イ：５ 客観  ウ：17 争点 

エ：１ 民事 

 

地方財政の適正を確保するために地方自治法242条の２が規定す

る住民訴訟は、行政事件訴訟法２条の規定する基本的な訴訟類型の

うちの ア：民衆 訴訟の一例である。このような原告の権利利益の保

護を目的としない訴訟は、一般に、イ：客観 訴訟と呼ばれるが、こ

うした訴訟は、法律が特別に認めている場合に限って提起できるこ

ととなる。ちなみに、行政事件訴訟法45条の規定する ウ：争点 訴訟

は、同法２条の規定する訴訟類型のいずれにも属しない訴訟である

から、行政事件訴訟ではないが、行政処分の効力を前提問題として

争う エ：民事 訴訟である。 

 

  

多肢選択式
行政法
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※※多多肢肢選選択択式式  行行政政法法  

 

問題１ 次の文章の空欄 ア ～ エ に当てはまる言葉を、枠内の選択肢

（１～20）から選びなさい。2006 

□□□□□ 

 

地方財政の適正を確保するために地方自治法242条の２が規定す

る住民訴訟は、行政事件訴訟法２条の規定する基本的な訴訟類型の

うちの ア 訴訟の一例である。このような原告の権利利益の保護を目

的としない訴訟は、一般に、イ 訴訟と呼ばれるが、こうした訴訟は、

法律が特別に認めている場合に限って提起できることとなる。ちな

みに、行政事件訴訟法45条の規定する ウ 訴訟は、同法２条の規定す

る訴訟類型のいずれにも属しない訴訟であるから、行政事件訴訟で

はないが、行政処分の効力を前提問題として争う エ 訴訟である。 

 

１ 民事    ２ 納税者 ３ 有権者  ４ 刑事 

５ 客観    ６ 民衆  ７ 給付   ８ 抗告 

９ 無効等確認 10 取消  11 義務付け 12 形成 

13 確認    14 機関  15 差止め  16 無名抗告 

17 争点    18 当事者 19 不作為の違法確認 20 主観 

 

  

 

- 61 - 

 

 

問題１ ア：６ 民衆  イ：５ 客観  ウ：17 争点 

エ：１ 民事 

 

地方財政の適正を確保するために地方自治法242条の２が規定す

る住民訴訟は、行政事件訴訟法２条の規定する基本的な訴訟類型の

うちの ア：民衆 訴訟の一例である。このような原告の権利利益の保

護を目的としない訴訟は、一般に、イ：客観 訴訟と呼ばれるが、こ

うした訴訟は、法律が特別に認めている場合に限って提起できるこ

ととなる。ちなみに、行政事件訴訟法45条の規定する ウ：争点 訴訟

は、同法２条の規定する訴訟類型のいずれにも属しない訴訟である

から、行政事件訴訟ではないが、行政処分の効力を前提問題として

争う エ：民事 訴訟である。 

 

  

多
肢
選
択
式

行
政
法



- 62 - 

 

問 題 ２  行 政 上 の 義 務 の 履 行 確 保 手 段 に 関 す る 次 の 文 章 の 空 欄 ア

～ エ に当てはまる言葉を、枠内の選択肢（１～20）から選び

なさい。2006 

□□□□□ 

 

行政代執行法によれば、代執行が行われるのは、ア の場合に限ら

れるので、その他の義務の履行確保については、別に法律で定める

ことを必要とする。例えば、代執行以外の義務の履行確保手段の一

つとして イ が挙げられるが、これは、義務者の身体又は財産に直接

実力を行使して、義務の履行があった状態を実現するものである。 

イ に類似したものとして、ウ がある。ウ も、直接私人の身体又は

財産に実力を加える作用であるが、義務の履行強制を目的とするも

のでないところにその特徴がある。ウ の例としては、警察官職務執

行法に基づく保護や避難等の措置などが挙げられる。 

さらに行政上の義務の履行確保手段には、間接的強制手段として、

行政罰がある。その中で エ は、届出、通知、登記等の義務を懈怠し

た場合などに科される罰である。 

 

１ 反則金    ２ 課徴金      ３ 直接強制 

４ 法定受託事務 ５ 執行罰      ６ 自治事務 

７ 秩序罰    ８ 即時強制     ９ 金銭給付義務 

10 行政刑罰   11 機関委任事務   12 直接執行 

13 自力執行   14 非代替的作為義務 15 間接強制 

16 滞納処分   17 代替的作為義務  18 職務命令違反 

19 不作為義務  20 延滞金 
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問題２ ア：17 代替的作為義務  イ：３ 直接強制 

ウ：８ 即時強制     エ：７ 秩序罰 

 

行政代執行法によれば、代執行が行われるのは、ア：代替的作為

義務 の場合に限られるので、その他の義務の履行確保については、

別に法律で定めることを必要とする。例えば、代執行以外の義務の

履行確保手段の一つとして イ：直接強制 が挙げられるが、これは、

義務者の身体又は財産に直接実力を行使して、義務の履行があった

状態を実現するものである。 

イ：直接強制 に類似したものとして、 ウ：即時強制 がある。 ウ：

即時強制 も、直接私人の身体又は財産に実力を加える作用であるが、

義務の履行強制を目的とするものでないところにその特徴がある。

ウ：即時強制 の例としては、警察官職務執行法に基づく保護や避難

等の措置などが挙げられる。 

さらに行政上の義務の履行確保手段には、間接的強制手段として、

行政罰がある。その中で エ：秩序罰 は、届出、通知、登記等の義務

を懈怠した場合などに科される罰である。 
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問 題 ２  行 政 上 の 義 務 の 履 行 確 保 手 段 に 関 す る 次 の 文 章 の 空 欄 ア

～ エ に当てはまる言葉を、枠内の選択肢（１～20）から選び

なさい。2006 

□□□□□ 

 

行政代執行法によれば、代執行が行われるのは、ア の場合に限ら

れるので、その他の義務の履行確保については、別に法律で定める

ことを必要とする。例えば、代執行以外の義務の履行確保手段の一

つとして イ が挙げられるが、これは、義務者の身体又は財産に直接

実力を行使して、義務の履行があった状態を実現するものである。 

イ に類似したものとして、ウ がある。ウ も、直接私人の身体又は

財産に実力を加える作用であるが、義務の履行強制を目的とするも

のでないところにその特徴がある。ウ の例としては、警察官職務執

行法に基づく保護や避難等の措置などが挙げられる。 

さらに行政上の義務の履行確保手段には、間接的強制手段として、

行政罰がある。その中で エ は、届出、通知、登記等の義務を懈怠し

た場合などに科される罰である。 

 

１ 反則金    ２ 課徴金      ３ 直接強制 

４ 法定受託事務 ５ 執行罰      ６ 自治事務 

７ 秩序罰    ８ 即時強制     ９ 金銭給付義務 

10 行政刑罰   11 機関委任事務   12 直接執行 

13 自力執行   14 非代替的作為義務 15 間接強制 

16 滞納処分   17 代替的作為義務  18 職務命令違反 

19 不作為義務  20 延滞金 
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問題２ ア：17 代替的作為義務  イ：３ 直接強制 

ウ：８ 即時強制     エ：７ 秩序罰 

 

行政代執行法によれば、代執行が行われるのは、ア：代替的作為

義務 の場合に限られるので、その他の義務の履行確保については、

別に法律で定めることを必要とする。例えば、代執行以外の義務の

履行確保手段の一つとして イ：直接強制 が挙げられるが、これは、

義務者の身体又は財産に直接実力を行使して、義務の履行があった

状態を実現するものである。 

イ：直接強制 に類似したものとして、 ウ：即時強制 がある。 ウ：

即時強制 も、直接私人の身体又は財産に実力を加える作用であるが、

義務の履行強制を目的とするものでないところにその特徴がある。

ウ：即時強制 の例としては、警察官職務執行法に基づく保護や避難

等の措置などが挙げられる。 

さらに行政上の義務の履行確保手段には、間接的強制手段として、

行政罰がある。その中で エ：秩序罰 は、届出、通知、登記等の義務

を懈怠した場合などに科される罰である。 
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※※キキーーワワーードドチチェェッックク  債債権権  

 

1 債務者がその Ａ に従った履行をしないとき又は債務の履行が不

能であるときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請

求することができる。ただし、その債務の不履行が契約その他の

債 務 の Ｂ 及 び Ｃ に 照 ら し て 債 務 者 の 責 め に 帰 す る こ と が で き な

い事由によるものであるときは、この限りでない（民法415条１項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 

 

2 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって Ａ の賠

償をさせることをその目的とする（民法416条１項）。 

特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情

を Ｂ は、債権者は、その賠償を請求することができる（民法416条

２項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 
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1 債務者がその Ａ：債務の本旨 に従った履行をしないとき又は債

務の履行が不能であるときは、債権者は、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。ただし、その債務の不履行が

契約その他の債務の Ｂ：発生原因 及び Ｃ：取引上の社会通念 に照

らして債務者の責めに帰することができない事由によるものであ

るときは、この限りでない（民法415条１項）。 

 

2 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって Ａ：通常

生ずべき損害 の賠償をさせることをその目的とする（民法416条

１項）。 

特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情

を Ｂ：予見すべきであったとき は、債権者は、その賠償を請求す

ることができる（民法416条２項）。 
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※※キキーーワワーードドチチェェッックク  債債権権  

 

1 債務者がその Ａ に従った履行をしないとき又は債務の履行が不

能であるときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請

求することができる。ただし、その債務の不履行が契約その他の

債 務 の Ｂ 及 び Ｃ に 照 ら し て 債 務 者 の 責 め に 帰 す る こ と が で き な

い事由によるものであるときは、この限りでない（民法415条１項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 

 

2 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって Ａ の賠

償をさせることをその目的とする（民法416条１項）。 

特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情

を Ｂ は、債権者は、その賠償を請求することができる（民法416条

２項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 
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1 債務者がその Ａ：債務の本旨 に従った履行をしないとき又は債

務の履行が不能であるときは、債権者は、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。ただし、その債務の不履行が

契約その他の債務の Ｂ：発生原因 及び Ｃ：取引上の社会通念 に照

らして債務者の責めに帰することができない事由によるものであ

るときは、この限りでない（民法415条１項）。 

 

2 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって Ａ：通常

生ずべき損害 の賠償をさせることをその目的とする（民法416条

１項）。 

特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情

を Ｂ：予見すべきであったとき は、債権者は、その賠償を請求す

ることができる（民法416条２項）。 
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3 債権者は、自己の債権を保全するため必要があるときは、債務者

に属する権利（以下「被代位権利」という。）を行使することがで

きる。ただし、債務者の Ａ 権利及び Ｂ を禁じられた権利は、この

限りでない（民法423条１項）。 

債権者は、その債権の Ｃ 間は、被代位権利を行使することがで

きない。ただし、 Ｄ は、この限りでない（民法423条２項）。 

債権者は、その債権が Ｅ により実現することのできないもので

あるときは、被代位権利を行使することができない（民法423条３

項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 

Ｄ  □□□□□ 

Ｅ  □□□□□ 

 

4 名誉侵害を理由とする慰謝料請求権は、原則として、代位の対象

とならない。ただし、Ａ が当事者間において Ｂ したとき、又は Ｃ

したときは、慰謝料請求権も代位の対象となる（最判昭和58.10.6）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 
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3 債権者は、自己の債権を保全するため必要があるときは、債務者

に属する権利（以下「被代位権利」という。）を行使することがで

きる。ただし、債務者の Ａ：一身に専属する 権利及び Ｂ：差押え

を禁じられた権利は、この限りでない（民法423条１項）。 

債権者は、その債権の Ｃ：期限が到来しない 間は、被代位権利

を行使することができない。ただし、Ｄ：保存行為 は、この限り

でない（民法423条２項）。 

債権者は、その債権が Ｅ：強制執行 により実現することのでき

な い も の で あ る と き は 、 被 代 位 権 利 を 行 使 す る こ と が で き な い

（民法423条３項）。 

 

4 名誉侵害を理由とする慰謝料請求権は、原則として、代位の対象

とならない。ただし、 Ａ：具体的な金額 が当事者間において Ｂ：

客観的に確定 したとき、又は Ｃ：被害者が死亡 したときは、慰謝

料請求権も代位の対象となる（最判昭和58.10.6）。 
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3 債権者は、自己の債権を保全するため必要があるときは、債務者

に属する権利（以下「被代位権利」という。）を行使することがで

きる。ただし、債務者の Ａ 権利及び Ｂ を禁じられた権利は、この

限りでない（民法423条１項）。 

債権者は、その債権の Ｃ 間は、被代位権利を行使することがで

きない。ただし、 Ｄ は、この限りでない（民法423条２項）。 

債権者は、その債権が Ｅ により実現することのできないもので

あるときは、被代位権利を行使することができない（民法423条３

項）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 

Ｄ  □□□□□ 

Ｅ  □□□□□ 

 

4 名誉侵害を理由とする慰謝料請求権は、原則として、代位の対象

とならない。ただし、Ａ が当事者間において Ｂ したとき、又は Ｃ

したときは、慰謝料請求権も代位の対象となる（最判昭和58.10.6）。 

Ａ  □□□□□ 

Ｂ  □□□□□ 

Ｃ  □□□□□ 
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3 債権者は、自己の債権を保全するため必要があるときは、債務者

に属する権利（以下「被代位権利」という。）を行使することがで

きる。ただし、債務者の Ａ：一身に専属する 権利及び Ｂ：差押え

を禁じられた権利は、この限りでない（民法423条１項）。 

債権者は、その債権の Ｃ：期限が到来しない 間は、被代位権利

を行使することができない。ただし、Ｄ：保存行為 は、この限り

でない（民法423条２項）。 

債権者は、その債権が Ｅ：強制執行 により実現することのでき

な い も の で あ る と き は 、 被 代 位 権 利 を 行 使 す る こ と が で き な い

（民法423条３項）。 

 

4 名誉侵害を理由とする慰謝料請求権は、原則として、代位の対象

とならない。ただし、 Ａ：具体的な金額 が当事者間において Ｂ：

客観的に確定 したとき、又は Ｃ：被害者が死亡 したときは、慰謝

料請求権も代位の対象となる（最判昭和58.10.6）。 
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※※記記述述式式  民民法法  過過去去問問  

 

2006 問題45  

 売買契約において買主が売主に解約手付を交付した場合に、この

ことによって、買主は、どのような要件のもとであれば、売買契約

を解除することができるか。40字程度で記述しなさい。 

□□□□□ 
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正解例 

相手方が契約の履行に着手するまでに、手付を放棄して、契約解

除の意思表示をする。（39字） 

 

買主が売主に手付を交付したときは、買主はその手付を放棄し、

売主はその倍額を現実に提供して、契約の解除をすることができる。

ただし、その相手方が契約の履行に着手した後は、この限りでない

（民法557条１項）。 

 

売買契約において買主が売主に解約手付を交付した場合、買主が

売買契約を解除するには、次の要件を満たす必要がある。 

① 手付を放棄すること。 

② 相手方が契約の履行に着手する前であること。 
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※※記記述述式式  民民法法  過過去去問問  

 

2006 問題45  

 売買契約において買主が売主に解約手付を交付した場合に、この

ことによって、買主は、どのような要件のもとであれば、売買契約

を解除することができるか。40字程度で記述しなさい。 

□□□□□ 

  

 

- 285 - 

 

 

正解例 

相手方が契約の履行に着手するまでに、手付を放棄して、契約解

除の意思表示をする。（39字） 

 

買主が売主に手付を交付したときは、買主はその手付を放棄し、

売主はその倍額を現実に提供して、契約の解除をすることができる。

ただし、その相手方が契約の履行に着手した後は、この限りでない

（民法557条１項）。 

 

売買契約において買主が売主に解約手付を交付した場合、買主が

売買契約を解除するには、次の要件を満たす必要がある。 

① 手付を放棄すること。 

② 相手方が契約の履行に着手する前であること。 
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2006 問題46 

ＡはＢに対して3000万円の貸金債権を有しており、この債権を被

担保債権としてＢ所有の建物に抵当権の設定を受けた。ところが、

この建物は、抵当権設定後、Ｃの放火により焼失してしまった。Ｂ

がＣに対して損害賠償の請求ができる場合に、Ａは、どのような要

件のもとであれば、この損害賠償請求権に対して抵当権の効力を及

ぼすことができるか。40字程度で記述しなさい。 

□□□□□ 

 

  

 

- 287 - 

 

正解例 

ＣがＢに対して払い渡す前に、損害賠償請求権をＡが差し押さえ

なければならない。（38字） 

 

抵当権は、その目的物の売却、賃貸、滅失又は損傷によって債務

者が受けるべき金銭その他の物に対しても、行使することができる。 

ただし、抵当権者は、その払渡し又は引渡しの前に差押えをしな

ければならない（民法372条、304条１項）。 

 

本問の場合、抵当権者Ａが、この損害賠償請求権に対して抵当権

の効力を及ぼすには、次の要件を満たす必要がある。 

① 損害賠償請求権を差し押さえること。 

② 差押えが払渡しの前であること。 
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2006 問題46 

ＡはＢに対して3000万円の貸金債権を有しており、この債権を被

担保債権としてＢ所有の建物に抵当権の設定を受けた。ところが、

この建物は、抵当権設定後、Ｃの放火により焼失してしまった。Ｂ

がＣに対して損害賠償の請求ができる場合に、Ａは、どのような要

件のもとであれば、この損害賠償請求権に対して抵当権の効力を及

ぼすことができるか。40字程度で記述しなさい。 

□□□□□ 
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正解例 

ＣがＢに対して払い渡す前に、損害賠償請求権をＡが差し押さえ

なければならない。（38字） 

 

抵当権は、その目的物の売却、賃貸、滅失又は損傷によって債務

者が受けるべき金銭その他の物に対しても、行使することができる。 

ただし、抵当権者は、その払渡し又は引渡しの前に差押えをしな

ければならない（民法372条、304条１項）。 

 

本問の場合、抵当権者Ａが、この損害賠償請求権に対して抵当権

の効力を及ぼすには、次の要件を満たす必要がある。 

① 損害賠償請求権を差し押さえること。 

② 差押えが払渡しの前であること。 
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